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支配株主等に関する事項について 

  

１．支配株主等の商号等 

（令和３年６月 30 日現在） 

名称 属性 議決権所有割合 
発行する株券等が上場されている

金融商品取引所等 

SBIホールディングス株式

会社 
親会社 （60.14％） 東京証券取引所 第一部 

SBIインキュベーション株

式会社 

その他の

関係会社 
35.40％ － 

SBI FinTech Solutions株

式会社 

その他の

関係会社 
24.73％ 韓国取引所 KOSDAQ 

 （注）１．支配株主等の議決権所有割合の（ ）内は、間接所有割合であります。 

    ２．議決権所有割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。 

 

２．支配株主等のうち、上場会社に与える影響が最も大きいと認められる会社の名称およびその理由 

名称 SBIホールディングス株式会社 

その理由 SBI ホールディングス株式会社は、子会社である SBI インキュベーション株式会社

および SBI FinTech Solutions株式会社を通じて、当社の議決権所有割合の 60.14％

を間接保有し、当社を支配できる状況にあり、当社を連結しております。 

 

３．支配株主等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と支配株主等のとの関係 

① SBIグループにおける当社の位置付け  

同社、同社の子会社及び持分法適用関連会社から構成されるSBIグループは、証券・銀行・保険を中心

に金融商品や関連するサービスの提供等を行う「金融サービス事業」のほか、投資事業、海外金融サ

ービス事業、資産運用サービス事業を行う「アセットマネジメント事業」、医薬品、健康食品及び化

粧品等の開発・販売や、メディカルインフォマティクス事業を行う「バイオ・ヘルスケア&メディカル

インフォマティクス事業」を中心に事業を行っております。SBIグループがインターネットをメインチ



 

ャネルとして様々な金融サービスを提供している中で、情報セキュリティの重要性は極めて高く、当

社は当該分野の専門家集団として貢献しております。 

  

② SBIホールディングス株式会社との役員の兼務 

当社の非常勤を含む役員（取締役、監査役）11 名には、SBI ホールディングス株式会社との兼務者はお

りません。 

 

③ 支配株主からの独立性の確保の状況 

当社グループは、親会社であるSBIホールディングス株式会社とその傘下に擁するグループ企業各社と

緊密な関係を保つことで、相互のシナジー効果によって競争力の強化を図ることができ、効率的な経

営と事業展開を追求していくことができます。  

内部監査・監査役監査においても当社の独立性について、客観的および実質的に問題ないかを監査重点

項目としています。 

 

④ SBIホールディングス株式会社およびそのグループ会社との取引に関する事項  

当社は、親会社であるSBIホールディングス株式会社およびそのグループ会社（その子会社および関連

会社）に当社の情報セキュリティサービスの提供をしております。 SBIホールディングス株式会社お

よびそのグループ会社との取引内容・金額は、2021年9月17日提出の「有価証券報告書」 第５【経理

の状況】、【注記事項】、「関連当事者との取引」に記載しておりますので、ご参照ください。  

 

⑤ 支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策の履行状況  

当社は、親会社であるSBIホールディングス株式会社とそのグループ会社と取引を行う場合にも、客観

的かつ公正な取引を行うことを方針としております。  

当社は、会社法に基づく内部統制システムに関する基本方針の一部として、親会社、親会社の子会

社、との取引は、他の取引先と同様の基本条件、公正な市場価格によって行い、適正な取引を確保す

ることを取締役会で決議しております。  

このような基本方針をもって、同社および同社のグループ会社との協議を行い、その内容を決定して

おり、少数株主の利益を害することのないように取引を行なっております。  

内部監査・監査役監査においても支配株主等との取引等が、内部統制システムに関する基本方針に従

って、取引条件が一般的な取引条件と同様に決定しているかを監査重点項目としております。  

上記により、SBIホールディングス株式会社およびそのグループ会社とは、事実上の制約を受けること

なく、公正な取引が確保されているものと考えております。 

以 上 


